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Abstract
Thispaperaimstoclarifytheconceptof"StrategicEnvironmentalManagement"anddescribetheimportanceoftherolethat
environmentalcommunicationplaysinthemanagement.
Inrecentyearsanadvancedcorporationsshowastrongtendencytoregarditsenvironmentalactivitiesasasourceofcompetitive
advantageordifferentialadvantageandincludeitintoveryimportantelementsofcorporatestrategy.Igraspsuchenvironmental
activitiesas"StrategicEnvironmentalManagement".Thereforefirst,Idescribedtheconceptofstrategicenvironmental
managementandsomecasesofitsactivitiesinthispaper・
Second,Iexplainedhowenvironmentalcommunicationrelatestostakeholdersbecauseenvironmentalcommunicationplaysan
importantroleinconstructingmutualunderstandingandtrustrelationwiththem.Andalso,Iintroducedsomecasesofactivities
ofenvironmentalcommunicationandpointedoutthewaysofadvertisingindicationforenvironmentaladvertisementtoavoid
consumers'falserecognition.
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はじめに
環境省の調査によれば、企業の環境への取組は企業業績
を左右する重要な要素、あるいは企業戦略の重要な要素と
とらる意識がここ数年高まっている。このような意識の変
化は、企業経営の中で環境への取組を戦略にとらえていこ
うとするもので、筆者はこうした取組を「戦略環境経営」
と呼ぶことにした。では、戦略環境経営の概念とは何か、
それはどのような局面で具体的に展開されるのか、明らか
にしなければならない。
次にこのような戦略環境経営のもとにおいては、ステー
クホルダーとの関係がより重要視される。そのための環境
コミュニケーションの果たすべき役割は大きい。環境コミ
ュニケーションとステークホルダーとの関係をどうとらえ
るべきか、企業はどのように実践しながらステークホルダ
ーとの相互理解、信頼関係を構築しようとしているのか、
さらに消費者にとって身近な環境コミュニケーションであ
る環境広告において、その広告表示に問題はないのか、ま
た適正な広告表示のためにどう対応すべきか。本稿ではこ
れらの点についても、考察し明らかにしようとするもので
ある。
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1．環境経営に対する企業の変化
環境省が『環境白書』で環境経営という言葉を初めて使
用したのは、環境庁時代に発行された平成11年版環境白
書である。この白書では、環境経営の取組姿勢を以下のよ
うな4つのタイプに分類している（環境庁編，1999,
p.103)。即ち、
第1のタイプは、規制対応型で、政府の規制や関係者の
要請等を受け、受動的な形で環境保全に関する取組を行う
もの。
第2のタイプは、予防対応型で、環境対策を事業活動の
リスク対応として認識し、事業者内部の環境管理体制の整
備を図り、予防的な取組を行うもの。
第3のタイプは、機会追求型で、環境保全を事業者の経
営戦略、又はビジネスチャンスとしてとらえ、エコビジネ
スを展開したり、より環境負荷の少ない製品製造の展開を
図っていくもの。
第4のタイプは、持続発展型で、環境保全は企業の社会
的責任であり、かつ持続可能な企業のために必要不可欠な
ことであるととらえ、事業活動全体における環境負荷の削
減を図ったり、また事業活動全体の持続的可能性の観点か
ら他の主体との連携を図ったり、生産する製品の転換、業















